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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第３四半期連結
累計期間

第56期
第３四半期連結
累計期間

第55期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
４月１日
至平成24年
12月31日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（千円） 5,859,7135,813,4198,553,906

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
269,087△155,692 342,982

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
243,860△168,390 297,248

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
233,180△175,046 325,602

純資産額（千円） 3,978,2953,850,1414,070,698

総資産額（千円） 6,763,1976,506,1977,000,445

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

16.12 △11.13 19.65

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 58.8 59.2 58.1

　

回次
第55期

第３四半期連結
会計期間

第56期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
10月１日
至平成24年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

12.52 △8.11

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

　　　　３．第55期第３四半期連結累計期間及び第55期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。　

　　　　４．第56期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　　

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前連結会計年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、復興需要の顕在化や生産・景況の面から底入れの兆し

がみえるものの、欧州経済の失速や新興国の成長鈍化などによる外需の弱まりは依然わが国へ波及しており、

景気は下振れリスクを抱えた不透明な状況が継続しております。

このような環境下、当社グループは、業績の更なる向上を最優先課題として掲げ、損益面の改善に向け、高収

益案件の受注及び新たなる顧客創造に日々努めるとともに、システムソリューション事業の強化、多様化する

ビデオ視聴技術の提案、緊急時対応システムの拡販、特殊部材の販売強化及び高機能部品の開発等の戦略に基

づき、経営資源を集中した事業運営に努めております。

　

この結果、当第３四半期連結累計期間におきましては、連結売上高は58億１千３百万円（前年同期間比 0.8%

減）となりました。損益面では、営業損失は１億２千４百万円（前年同期間は３千１百万円の営業利益）、営業

外損益では、営業外費用として保険解約損２千５百万円計上し、経常損失は１億５千５百万円（前年同期間は

２億６千９百万円の経常利益）、四半期純損失は１億６千８百万円（前年同期間は２億４千３百万円の四半期

純利益）となりました。

　

セグメントの業績は以下のとおりであります。

システムソリューションにおきましては、中央省庁向けシステムが増加し、売上高は28億９千５百万円（前

年同期間比 35.4%増）、営業損失は１億１千４百万円（前年同期間は９千１百万円の営業損失）となりまし

た。

ネットワークソリューションにおきましては、前年好調に推移した映像配信システムの需要が一段落し、売

上高は７億６千３百万円（前年同期間比 37.9%減）、営業損失は８千２百万円（前年同期間は１億１千万円の

営業利益）となりました。

また、電子部品及び機器におきましては、海外子会社RIKEI CORPORATION(SINGAPORE)PTE.LTD.清算に伴い、海

外における電子部品販売が減少し、売上高は21億５千３百万円（前年同期間比 13.5%減）となりましたが、高

収益案件の受注に努めた結果、営業利益は７千２百万円（前年同期間は１千２百万円の営業利益）となりまし

た。

　

なお、セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　

　(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産の合計は65億６百万円（前連結会計年度末比４億９千４百万円

減少）となりました。これは主に流動資産の現金及び預金が６億１千７百万円、商品及び製品が１億４百万円

増加したものの、受取手形及び売掛金が11億７千１百万円減少したことことによります。

負債の合計は、26億５千６百万円（前連結会計年度末比２億７千３百万円減少）となりました。これは主に

支払手形及び買掛金が２億２千９百万円減少したことと、短期借入金の返済により２億円減少したことにより

ます。短期借入金については、従前は現金及び預金（定期預金）をも担保としておりましたが第２四半期連結

会計期間において、全額担保より解除しております。

純資産の合計は38億５千万円（前連結会計年度末比２億２千万円減少）となりました。これは主に配当金の

支払４千５百万円と四半期純損失１億６千８百万円の計上によります。

　

　(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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　(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

　(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

① 資金需要

当社グループの運転資金需要のうち、主なものは、商品の購入、人件費及び賃借料等によるものであります。

 

② 資本の財源

当社グループにおける増加運転資金につきましては、内部資金及び金融機関からの借入等によって調達して

おります。なお、運転資金の安定的及び効率的な調達を行うため、親会社におきまして金融機関との間に借入枠

を設定しております。また、従来、現金及び預金（定期預金）に付しておりました担保については、第２四半期

連結会計期間末において全額担保解除しております。なお、金融機関との間の取引は引き続き良好に維持して

おります。

 

　(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、社会変革を先取りした発想と先端技術で、お客様のニーズに対応したソリューションを提

供し、高度情報化社会へ貢献するとともに、その活動にあたっては、法令遵守、経営資源の有効活用と収益性向

上により企業価値を高めていくこと、並びに環境マネジメントシステム国際規格「ISO14001」の認証（審査登

録）を受け、地球環境保全に積極的に取り組むことを、経営の基本方針としております。IT業界に位置する当社

グル－プは、産業構造、市場、技術、販売手法等あらゆる面での急激かつ大きな変化に直面するものと認識して

おり、これに備え外部環境に左右されない企業体質作りに努めるとともに、当社グループ独自の付加価値を生

み出す新規製品の市場投入を行い、事業の拡大を図る所存であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成25年２月14日)

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 15,514,721 15,514,721
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数500株　

計 15,514,721 15,514,721 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年10月１日～　

平成24年12月31日
－　 15,514,721 －　 3,426,916 －　 615,043

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 390,500 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数500株　

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,991,000 29,982 同上

単元未満株式 普通株式 133,221 － －

発行済株式総数 15,514,721 － －

総株主の議決権 － 29,982 －

（注）「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式が319株含まれております。 

　

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社　理経
東京都新宿区西新

宿１丁目26番２号
390,500 － 390,500 2.51

計 － 390,500 － 390,500 2.51

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　

  

EDINET提出書類

株式会社　理経(E02699)

四半期報告書

 6/15



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,009,326 3,627,033

受取手形及び売掛金 2,422,090 1,251,077

商品及び製品 181,609 285,930

その他 337,046 325,391

貸倒引当金 △234 △1,186

流動資産合計 5,949,838 5,488,246

固定資産

有形固定資産 454,267 449,655

無形固定資産 5,584 4,981

投資その他の資産 590,754 563,314

固定資産合計 1,050,607 1,017,951

資産合計 7,000,445 6,506,197

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,339,019 1,109,895

短期借入金 700,000 500,000

未払法人税等 23,538 13,900

その他 504,425 663,337

流動負債合計 2,566,984 2,287,133

固定負債

退職給付引当金 211,619 224,360

その他 151,142 144,561

固定負債合計 362,762 368,922

負債合計 2,929,746 2,656,055

純資産の部

株主資本

資本金 3,426,916 3,426,916

資本剰余金 615,043 615,043

利益剰余金 238,214 24,449

自己株式 △111,392 △111,527

株主資本合計 4,168,782 3,954,881

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 15,674 15,551

繰延ヘッジ損益 54 △754

土地再評価差額金 △11,613 △11,613

為替換算調整勘定 △102,199 △107,923

その他の包括利益累計額合計 △98,083 △104,740

純資産合計 4,070,698 3,850,141

負債純資産合計 7,000,445 6,506,197
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 5,859,713 5,813,419

売上原価 4,445,443 4,594,802

売上総利益 1,414,270 1,218,617

販売費及び一般管理費

給料及び賞与 680,736 681,365

退職給付費用 40,317 36,639

貸倒引当金繰入額 － 1,080

その他 661,851 623,745

販売費及び一般管理費合計 1,382,904 1,342,831

営業利益又は営業損失（△） 31,366 △124,214

営業外収益

受取利息 300 255

受取賃貸料 1,453 1,868

貸倒引当金戻入額 273,776 －

その他 4,298 1,831

営業外収益合計 279,828 3,955

営業外費用

支払利息 9,885 6,284

保険解約損 26,638 25,761

為替差損 5,352 2,486

その他 229 901

営業外費用合計 42,106 35,434

経常利益又は経常損失（△） 269,087 △155,692

特別利益

固定資産売却益 177 －

特別利益合計 177 －

特別損失

会員権評価損 133 2,500

退職給付制度終了損 14,952 －

その他 3,400 －

特別損失合計 18,486 2,500

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

250,779 △158,192

法人税、住民税及び事業税 6,918 10,197

法人税等合計 6,918 10,197

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

243,860 △168,390

四半期純利益又は四半期純損失（△） 243,860 △168,390
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

243,860 △168,390

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △7,758 △123

繰延ヘッジ損益 1,080 △809

為替換算調整勘定 △4,001 △5,724

その他の包括利益合計 △10,680 △6,656

四半期包括利益 233,180 △175,046

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 233,180 △175,046

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更】

　　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

　取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　　これによる影響額は軽微であります。　

　

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 28,344千円 22,485千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

配当金支払額

 　　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）　

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 45,375 ３  平成24年３月31日 平成24年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日 至　平成23年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　　

　 　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

システムソ
リューション

ネットワー
クソリュー
ション

電子部品及び
機器

売上高       

外部顧客への売上

高
2,139,5421,229,854  2,490,3175,859,713 － 5,859,713

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

1,864 50,600 2,583 55,048△55,048 －

計 2,141,4061,280,4552,492,900　 5,914,762△55,048 5,859,713

セグメント利益又は

損失(△)
△91,061110,11212,314　 31,366 － 31,366

（注）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日 至　平成24年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　　

　 　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

システムソ
リューション

ネットワー
クソリュー
ション

電子部品及び
機器

売上高       

外部顧客への売上

高
2,895,902763,589  2,153,9275,813,419 － 5,813,419

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

2,113 38,473 1,199 41,786△41,786 －

計 2,898,016802,0632,155,126　 5,855,206△41,786 5,813,419

セグメント利益又は

損失(△)
△114,262△82,63372,682　 △124,214 － △124,214

（注）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。　
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
16円12銭 △11円13銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額

（△）（千円）
243,860 △168,390

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期

純損失金額（△）（千円）
243,860 △168,390

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,125 15,124

　（注）　１.　前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　        ２.　当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期

純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　 該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月14日

株式会社理経

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 古谷　伸太郎　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　裕司　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社理経の

平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成24

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

　四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

　結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

　務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

　監査人の責任　

　　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対

　する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

　に準拠して四半期レビューを行った。

　　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

　質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥

　当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

　監査人の結論　

　　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

　認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社理経及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政

　状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

　ての重要な点において認められなかった。

 

　利害関係

　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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